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巻末資料　施設維持管理仕様（案）
様式一覧
	様式番号
	様式名
	サイズ
	電子入札
	郵送・

メール等
	提出

部数
	提出

時期

	様式１
	入札参加資格確認申請書
	Ａ４
	○
	
	１
	入札参加資格申請

	
	（添付資料）
	任意
	
	○

（郵送）
	５
	

	様式２
	誓約書
	Ａ４
	
	○

（郵送）
	１
	

	様式３
	質疑書
	〃
	
	○

（メール）
	１
	質疑

	様式４
	現地視察希望申請書
	〃
	
	○

（メール）
	１
	現地視察

	様式５
	対話希望申請書
	〃
	
	○

（郵送）
	１８

＋CD
	対話

	
	（VE提案の適否確認事項の内容を説明する資料）
	任意
	
	
	
	

	様式６
	内訳書
	Ａ４
	○
	
	１
	入札

	様式７
	技術提案書
	〃
	
	○
(郵送)
	１
	

	様式７－１
	発注者等とのコミュニケーション方法
	〃
	
	○

（郵送）
	２４＋CD
	

	様式７－２－１
	業務全体の工程管理
	〃
	
	
	
	

	様式７－２－２
	全体工程表
	Ａ３
	
	
	
	

	様式７－３
	市内建設企業との連携やその他地域活性化に資する取組
	Ａ４
	
	
	
	

	様式７－４
	市の事業継続性
	〃
	
	
	
	

	様式７－５
	ライフサイクルでの施設維持管理コスト（修繕・更新を含む）の縮減
	〃
	
	
	
	

	様式７－６
	ライフサイクルでのエネルギーコスト縮減
	〃
	
	
	
	

	様式７－７
	品質管理及び施工精度
	〃
	
	
	
	

	様式７－８
	新庁舎建設工事及び既存建物解体工事における安全対策、騒音対策
	〃
	
	
	
	

	様式７－９
	完成後の設備機器の調整
	〃
	
	
	
	

	様式７－１０
	統括代理人の実績
	〃
	
	○

（郵送）
	１０
（添付資料含む）
	

	様式７－１１－１
	管理技術者の実績
	〃
	
	
	
	

	様式７－１１－２
	設計主任技術者の実績
	〃
	
	
	
	

	様式７－１２－１
	現場代理人および監理技術者の実績
	〃
	
	
	
	

	様式７－１２－２
	施工担当者の実績
	〃
	
	
	
	

	様式７－１３
	VE提案概要
	〃
	
	○

（郵送）
	２４＋CD
	

	様式７－１４
	VE提案詳細
	Ａ３
	
	
	
	


【各様式による提出資料作成時の留意点】

· 提出する電子ファイル等の電子データのウィルス対策には万全を期すよう心がけること。
· 様式３「質疑書」以外の様式については、Microsoft Word（Microsoft Word 2007以降のバージョンで対応可能なもの）で作成すること。また電子ファイルの提出が求められている様式については、同形式のファイルを提出すること。

· 様式３「質疑書」については、Microsoft Excel（Microsoft Excel2007以降のバージョンで対応可能なもの）で作成・提出すること。

· 技術提案書については、以下の区分により束ねて提出すること。②、③はそれぞれ分けてファイリングすること。
1 技術提案書表紙（様式７）：１部（記名捺印済み）
2 技術提案書【技術提案部分】（様式７－１～７－９、７－１３、７－１４）

：２４部＋CD等の電子ファイル
③　技術提案書【実績部分】（様式７－１０～７－１２－２＋実績を証明する添付資料）
　　　：１０部
様式１
入札参加資格確認申請書
入札参加資格確認申請書
　年 　月 　日
習志野市長　宮　本　泰　介　あて
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者　　　　　　　　　　　　印
入札参加資格の資格確認審査を申請します。　
１　件　名　習志野市新庁舎建設工事
＜留意事項＞
※　本件は、電子入札システム上の入札方式が価格競争となっているが、入札公告の通り、総合評価一般競争入札にて行う。
【担当者連絡先】
	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


【資格確認項目】
	(1)経営事項審査の総合評定値（Ｐ）

※証明書類を添付すること
	 （建築一式工事）
 　　　　　　　　　　　　　　　　点

	(2)設計実績（平成16年度以降）

ア　延べ面積が9,000㎡以上の官公庁の庁舎又は民間企業の事務所（以下、「庁舎等」という。）の実施設計（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の9,000㎡以上を占める場合に限る。）
イ　延べ面積が9,000㎡以上の免震構造を有する施設の実施設計

※実績を証明できる公共建築協会の公共建築設計者情報システム（PUBDIS）の業務カルテ、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料を添付すること。

	 ア
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	　地上　階　地下　階

	
	免震構造
	１．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	 イ
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	免震構造
	１．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※アにおいて、複合施設の場合に、延べ面積は、施設全体の延べ面積と当該用途部分の概ねの面積を記述すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
	(3)施工実績（平成16年度以降）
ア　延べ面積が9,000㎡以上の庁舎等の建築一式工事（躯体、外装、内装を含む新築、改築、増築の部分）。（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の9,000㎡以上を占める場合に限る。）
イ　延べ面積が9,000㎡以上の免震構造を有する施設の建築一式工事（躯体、外装、内装を含む新築、改築、増築の部分）
※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料を添付すること。

	 ア
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	　地上　階　地下　階

	
	免震構造
	１．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	 イ
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	免震構造
	１．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※アにおいて複合施設の場合に、延べ面積は、施設全体の延べ面積と当該用途部分の概ねの面積を記述すること。
※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
様式２
誓約書
誓約書
　年 　月 　日
習志野市長　宮　本　泰　介　あて
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者　　　　　　　　　　　　印
平成２６年７月２日付けで公告のありました「習志野市新庁舎建設工事」入札公告の「３　参加者に必要な資格」に定められている入札参加者の資格を満たしていること、本申請書の添付書類および後日提出する技術提案書の内容について、記述事項が事実と相違ないことを誓約します。
様式３
質疑書
質疑書
[image: image1.emf]（様式Ａ）

平成　年　月　日

質疑数

質疑数 備　　考

資料１　習志野市新庁舎建設工事入札公告

資料２　習志野市新庁舎建設工事要求水準書　本編

資料２　習志野市新庁舎建設工事要求水準書　別紙

資料３　習志野市新庁舎建設工事落札者決定基準

資料４　習志野市新庁舎建設工事様式集

資料５　習志野市新庁舎建設工事契約書（案）

資料６　習志野市新庁舎等基本設計　本編

資料７　習志野市新庁舎等基本設計　資料編

資料８　習志野市新庁舎等基本設計　設計図書編

資料９　習志野市新庁舎等基本設計　解体計画図編

資料10　入札要領

※質疑書の提出に関する留意事項

1所定の期日までに、習志野市総務部契約検査課（nyuusatsu@city.narashino.lg.jp）に電子メールにて送付してください。

2送付するメールの件名は、本件入札の工事名に「（質疑）」を加えて送付してください。

※質疑書の記入に関する留意事項

1質疑書は、各文書ごとに作成し、かつ各資料の該当箇所の順番に並べてください。

2様式は、資料ごとに分かれています。

3番号の記入に当たっては、アラビア数字（半角小文字）を用いてください。

4質疑は、各No.につき１点としてください。

5質疑の重複や誤字・脱字がないかよく確認してください。

6行が不足する場合は、適宜調整してください。

7作成に当たっては、例示を適宜参照してください（記入例は、提出時には削除してください。）。

合計

資　料　名

電 話 番 号



電子メールアドレス



質　疑　書

「習志野市新庁舎建設工事」に関する入札公告等について、質疑がありますので、提出します。



商 号 又 は 名 称

所 在 地

担 当 者 氏 名

所 属 ・ 役 職


[image: image2.emf]様式B-1　「資料１　習志野市新庁舎建設工事入札公告」に関する質疑書

1 (1) ア (ア)

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 (1) ア (ア)

1 1 1 4 イ ア ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

質疑 Noﾍﾟｰｼﾞ タイトル

該当箇所

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所


[image: image3.emf]様式B-2　「資料２　習志野市新庁舎建設工事要求水準書　本編」に関する質疑書

1 (1) ア (ア) a.

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 (1) ア (ア) a.

1 3 1 2 ア (ウ) ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

質疑 Noﾍﾟｰｼﾞ タイトル

該当箇所

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所


[image: image4.emf]様式B-3　「資料２　習志野市新庁舎建設工事要求水準書　別紙」に関する質疑書

（別紙1）

番号 階 諸室名

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

（別紙1）

番号 階 諸室名

1 1 1 2 ○○ ○○については、△△でしょうか。

2 2 12 6 廊下(6-1) ○○ ○○については、△△でしょうか。

タイトル 質疑

No ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所

タイトル 質疑

別紙

（別紙2）

別紙 （別紙2）

No ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所


[image: image5.emf]様式B-4　「資料３　習志野市新庁舎建設工事落札者決定基準」に関する質疑書

1 (1) 別表

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 (1) 別表

1 1 1 2 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

該当箇所

該当箇所

質疑 Noﾍﾟｰｼﾞ タイトル

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ


[image: image6.emf]様式B-5　「資料４　習志野市新庁舎建設工事様式集」に関する質疑書

様式番号 様式枝番 様式名

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

様式番号 様式枝番 様式名

1 14 6 内訳書 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2 18 7-2 2

全体工程

表

○○○ ○○については、△△でしょうか。

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所

質疑 Noﾍﾟｰｼﾞ タイトル

該当箇所


[image: image7.emf]様式B-6　「資料５　習志野市新庁舎建設工事契約書（案）」に関する質疑書

条 項 号

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

条 項 号

1 1 2 3 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2 3 10 2 2

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所

質疑 Noﾍﾟｰｼﾞ タイトル

該当箇所


[image: image8.emf]様式B-7　「資料６　習志野市新庁舎等基本設計　本編」に関する質疑書

1 1-1 1-1-1 (1)

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 1-1 1-1-1 (1)

1 共-04 1 1-4 1-4-1 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2 E-02 4 2 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

タイトル

該当箇所

該当箇所

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

質疑 No ﾍﾟｰｼﾞ


[image: image9.emf]様式B-8　「資料７　習志野市新庁舎等基本設計　資料編」に関する質疑書

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 資A01 建築 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2 資E03 電気設備○○○ ○○については、△△でしょうか。

質疑 No ﾍﾟｰｼﾞ タイトル

タイトル No 質疑 ﾍﾟｰｼﾞ

区分

区分


[image: image10.emf]様式B-9　「資料８　習志野市新庁舎等基本設計　設計図書編」に関する質疑書

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 ＳＩ －０１ 意匠図 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

区分 タイトル

質疑

質疑

No ﾍﾟｰｼﾞ 区分 タイトル

No ﾍﾟｰｼﾞ


[image: image11.emf]様式B-10　「資料９　習志野市新庁舎等基本設計　解体計画図編」に関する質疑書

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 ＫＡ－２３○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

No ﾍﾟｰｼﾞ タイトル 質疑

No ﾍﾟｰｼﾞ タイトル 質疑


[image: image12.emf]様式B-11　「資料10　入札要領」に関する質疑書

1 (1)

1

2

3

4

5

＜質疑例＞

1 (1)

1 1 1 2 ○○○ ○○については、△△でしょうか。

2

Noﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所

タイトル 質疑

Noﾍﾟｰｼﾞ

該当箇所

タイトル 質疑


様式４
現地視察希望申請書
現地視察希望申請書
　年 　月 　日
習志野市長　宮　本　泰　介　あて
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者　　　　　　　　　　　　
平成２６年７月２日付けで公告のありました「習志野市新庁舎建設工事」の現地視察の参加を申し込みます。
【担当者連絡先】
	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


【現地視察希望時間】（平成26年7月16日（水曜日）から平成26年7月18日（金）の午前9時から午後5時まで（正午から午後1時までを除く）の間の1～2時間）
	希望順位
	希望日時（午前または午後に○をつけること）

	第１希望
	　　年　月　日
	午前・午後

	第２希望
	　　年　月　日
	午前・午後

	第３希望
	　　年　月　日
	午前・午後


※調整の結果、希望時間に沿えない場合がある。
【現地視察予定者】※最大5名とする。
	企業名・役職
	氏名

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


様式５
対話希望申請書
対話希望申請書
　年 　月 　日
習志野市長　宮　本　泰　介　あて
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者　　　　　　　　　　　　印
　平成２６年７月２日付けで公告のありました「習志野市新庁舎建設工事」の対話の参加を申し込みます。
【担当者連絡先】
	担当者氏名
	

	所属・役職
	

	電話番号
	

	電子メールアドレス
	


【対話の開催希望日】（平成26年8月27日（水）～平成26年8月29日（金）の午前9時から午後5時の間の2時間程度（但し、正午から午後1時までを除く。））
	希望順位
	希望日時（午前または午後に○をつけること）

	第１希望
	　　年　月　日
	午前・午後

	第２希望
	　　年　月　日
	午前・午後

	第３希望
	　　年　月　日
	午前・午後


※調整の結果、希望時間に沿えない場合がある。
【参加予定人数】　　　　　　名以内を予定
「資料６　習志野市新庁舎等基本設計　本編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。このほか、対話において必要な添付資料については参加者において適宜用意すること。
	No
	頁
	該当箇所
	タイトル
	提案
	対話結果の
公表可否

	
	
	1
	1-1
	1-1-1
	
	
	

	本-1
	共-04
	1
	1-４
	1-４-1
	●●について
	●●を▲▲に変更したい。
詳細は添付資料■■を参照。
	○

	本-2
	A-01
	2
	2-1
	2-1-1
	○○について
	○○を△△に変更したい。
詳細は添付資料□□を参照。
	×

	本-3
	
	
	
	
	
	
	

	本-4
	
	
	
	
	
	
	

	本-5
	
	
	
	
	
	
	


※行は必要に応じて追加すること。
 「資料７　習志野市新庁舎等基本設計　資料編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。このほか、対話において必要な添付資料については参加者において適宜用意すること。

	No
	頁
	タイトル
	提案
	対話結果の
公表可否

	
	
	
	
	

	資-1
	資A01
	●●について
	●●を▲▲に変更したい。
詳細は添付資料■■を参照。
	○

	資-2
	資E03
	○○について
	○○を△△に変更したい。
詳細は添付資料□□を参照。
	×

	資-3
	
	
	
	

	資-4
	
	
	
	

	資-5
	
	
	
	


※行は必要に応じて追加すること。
「資料８　習志野市新庁舎等基本設計　設計図書編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。このほか、対話において必要な添付資料については参加者において適宜用意すること。

	No
	ﾍﾟｰｼﾞ
	区分
	タイトル
	質疑
	対話結果の
公表可否

	
	
	
	
	
	

	図-1
	SI-01
	意匠図
	●●について
	●●を▲▲に変更したい。
詳細は添付資料■■を参照。
	○

	図-2
	　
	　
	
	
	

	図-3
	　
	　
	　
	　
	　

	図-4
	　
	　
	　
	　
	　

	図-5
	　
	　
	　
	　
	　


※行は必要に応じて追加すること。

「資料９　習志野市新庁舎等基本設計　解体計画図編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。このほか、対話において必要な添付資料については参加者において適宜用意すること。
	No
	ﾍﾟｰｼﾞ
	タイトル
	質疑
	対話結果の
公表可否

	
	
	
	
	

	解-1
	KA-23
	●●について
	●●を▲▲に変更したい。
詳細は添付資料■■を参照。
	○

	解-2
	　
	
	
	

	解-3
	　
	　
	　
	　

	解-4
	　
	　
	　
	　

	解-5
	　
	　
	　
	　


※行は必要に応じて追加すること。
様式６
内訳書
内訳書
件　名　　習志野市新庁舎建設工事　
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者
	名　　称
	数　量
	単　位
	金　　額（円）
	備　　考

	建築工事
	1
	式
	
	

	電気設備工事
	1
	式
	
	

	機械設備工事
	1
	式
	
	

	昇降機設備工事
	1
	式
	
	

	外構工事
	1
	式
	
	

	解体工事
	1
	式
	
	

	直接工事費計
	
	
	
	

	共通仮設費
	1
	式
	　
	

	現場管理費
	1
	式
	　
	

	一般管理費
	1
	式
	　
	

	工事価格計
	　
	　
	 
	

	実施設計費
	1
	式
	
	

	事業費合計
	
	
	
	税抜き（電子入札システムの入札書記載金額）

	消費税および地方消費税
	
	
	
	

	総　　　額
	
	
	
	


様式７
技術提案書　
技術提案書
　年 　月 　日
習志野市長　宮　本　泰　介　あて
所在地または住所
商号または名称
代表者または受任者　　　　　　　　　　　　印
　平成２６年７月２日付けで公告のありました「習志野市新庁舎建設工事」の技術提案書を提出します。
＜留意事項＞

・技術提案書は本様式に従って作成すること。本様式に従わない技術提案書については提案を受け付けない。
様式７－１　発注者等とのコミュニケーション方法
	１）業務全体の実施方法
①発注者等とのコミュニケーション方法
· 実施設計段階において、市や基本設計者とのコミュニケーション方法について、具体的に記述してください。
· 施工段階において、市とのコミュニケーション方法について、具体的に記述してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－２－１　全体工程管理
	１）業務全体の実施方法
②全体工程管理
· DB方式の特性を踏まえて、マイルストーンの設定や進捗管理方法などの工程管理方法を具体的に記述してください。
· 設計業務から施工業務への移行における情報共有方法や引継ぎ方法を具体的に記述してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚以内）



様式７－２－２　全体工程表
	１）業務全体の実施方法
②全体工程管理
· 業務全体の全体工程表を、業務別、工種別がわかるように記述してください。
· 毎年度の予定出来高割合を明示してください。但し、金額は記載しないでください。
· 全体工程表には、設計図書の完成時期、設計業務の完了時期、新庁舎の完成時期、本工事の工期を明示してください。
· 工程を検討するにあたっては、要求水準書の１．（４）工期、２．（２）ク敷地内既存施設の使用期間の記載事項に留意してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ３　1枚）



様式７－３　市内企業との連携やその他地域経済活性化に資する取組
	２）地域経済への貢献
①市内企業との連携やその他地域経済活性化に資する取組
· 市内企業への発注や市内調達の実施について、具体的な金額を提案してください。

· 市内企業との連携やその他地域経済活性化に資する取組について具体的な実施方法について記述してください。市内建設企業への業務発注のほか、新庁舎建設工事による地域経済への波及効果が実現できるものすべてを対象に評価します。

	市内企業への発注および市内調達の金額
	億円（税抜）

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－４　市の事業継続性
	１）災害時の中枢となる庁舎を実現するための具体的な方法
①市の事業継続性
· 災害時の防災拠点として首都直下地震相当の大地震が起きても市役所機能を維持できるようにするための具体的な方策について具体的に記述してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－５　ライフサイクルでの施設維持管理コスト（修繕・更新含む）の縮減
	２）コスト・環境を考慮した庁舎を実現するための具体的な方法
①ライフサイクルでの施設維持管理コスト（修繕・更新含む）の縮減
· 基本設計と比較して、ライフサイクルでの施設維持管理コストの縮減を達成するための効果的な方策について具体的に記述し、各方策による縮減額（供用後３０年間）を合わせて記載してください。

· 各方策による縮減額は、巻末資料の施設維持管理仕様（案）を参考に、算定期間を３０年間として算出してください。
· 特に修繕業務に該当する項目については、「施設の長寿命化」及び「更新の容易性」を考慮してください。

· 施設維持管理コストの根拠となる資料（カタログ等）を合わせて提出してください。この資料は技術提案書とは別綴じにして、２部提出すること。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　３枚）



様式７－６　ライフサイクルでのエネルギーコストの縮減
	２）コスト・環境を考慮した庁舎を実現するための具体的な方法
②ライフサイクルでのエネルギーコストの縮減
· 基本設計をベースとしたエネルギーコスト、貴社提案を踏まえたエネルギーコストを記載してください。（供用後３０年間）

· 記載した貴社提案を踏まえたエネルギーコストを達成するための効果的な方策について具体的に記述し、各方策による縮減額（供用後３０年間）を合わせて記載してください。（基本設計説明書（2-3-1　環境負荷低減計画概要）で提示している環境負荷低減計画以外の手法で縮減できる水光熱費に相当する額）

	基本設計をベースとしたエネルギーコスト
	億円

	貴社提案を踏まえたエネルギーコスト
	億円

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　1枚）



様式７－７　品質管理及び施工精度
	１）施工中の対策
①品質管理及び施工精度
· 施工中の品質管理方策を具体的に記述してください。品質管理体制、定期的な内部監査方法、施工精度を高めるための方策等、品質管理に資する有効な方法を提案してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－８　新庁舎建設工事及び既存施設解体工事における安全対策、騒音対策
	１）施工中の対策
②新庁舎建設工事及び既存施設解体工事における安全対策、騒音対策
· 新庁舎建設工事及び既存施設解体工事に当たって、周辺住民、庁舎利用者、職員それぞれに配慮した安全対策や騒音対策について具体的に記述してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－９　完成後の設備機器の調整
	２）完成後の設備機器の調整
①完成後の設備機器の調整
· 完成後の設備機器が供用後に所定の機能を果たすための調整作業等について、具体的な実施方法を記述してください。
· 特に、供用後の設備機能の確認方法、機器の調整が必要となった場合の対応方法や連絡体制、フォローアップ体制や期間などについて具体的に提案してください。

	※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ４　１枚）



様式７－１０　統括代理人の実績

	（１）全体
１）統括代理人の実績（平成１６年度以降）
· 統括代理人として配置する予定の人員の実績（１人1件まで）を記述してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください（１人あたりＡ４　１枚以内）。
· 実績は以下の順で高く評価します。候補者が複数いる場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
①　9,000㎡以上の免震構造を有する官公庁の庁舎の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：４点

②　9,000㎡以上の免震構造を有する民間企業の事務所の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：３点

③　9,000㎡以上で、官公庁の庁舎、民間企業の事務所のいずれかの新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：２点

④　免震構造を有する施設の新築、増築、改築に係る建築一式工事において現場代理人または監理技術者として従事した実績：１点

※①～③について、増築、改築に係る建築一式工事においては、対象面積が9,000㎡を超える場合に限る。
※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図、監理技術者の資格証等を添付すること。

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	工事場所
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	免震構造
	 １．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者


様式７－１１－１　管理技術者の実績
	（２）設計業務
１）管理技術者の実績（平成１６年度以降）
· 管理技術者として配置する予定の人員の実績（１人１件まで）を記述してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください（１人あたりＡ４　１枚以内）。
· 実績は以下の順で高く評価します。候補者を複数挙げている場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
①　9,000㎡以上の官公庁の庁舎の設計業務において、管理技術者として従事した実績：４点

②　9,000㎡以上の民間企業の事務所の設計業務において、管理技術者として従事した実績：３点

③　官公庁の庁舎、民間企業の事務所のいずれかの設計業務において、管理技術者として従事した実績：２点

④　9,000㎡以上の施設の設計業務において、管理技術者として従事した実績：１点
※実績を証明できる公共建築協会の公共建築設計者情報システム（PUBDIS）の業務カルテ、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図等を添付すること。

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
様式７－１１－２　主任技術者の実績
	（２）設計業務
２）主任技術者の実績（平成１６年度以降）
· 主任技術者として配置する予定の人員の実績（１人1件まで）を記述してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください（１人あたりＡ４　１枚以内）。
· 実績は以下の順で高く評価します。各分野の担当者の平均を評価点とし、同一の担当分野において、候補者を複数に挙げている場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
①　9,000㎡以上の官公庁の庁舎の設計業務において、本工事にて担当する分野について主任技術者として従事した実績：４点

②　9,000㎡以上の民間企業の事務所の設計業務において、本工事にて担当する分野について主任技術者として従事した実績：３点

③　官公庁の庁舎、民間企業の事務所のいずれかの設計業務において、本工事にて担当する分野について主任技術者として従事した実績：２点

④　9,000㎡以上の施設の設計業務において、本工事にて担当する分野について主任技術者として従事した実績：１点
※実績を証明できる公共建築協会の公共建築設計者情報システム（PUBDIS）の業務カルテ、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図等を添付すること。

	担当分野
	 １．意匠　　　２．構造　　　３．電気設備　　　４．機械設備

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	件名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
様式７－１２－１　現場代理人および監理技術者の実績
	（３）施工業務
１）現場代理人および監理技術者の実績（平成１６年度以降）
· 現場代理人および監理技術者として配置する予定の人員の実績（１人１件まで）を記述してください。現場代理人と監理技術者をそれぞれ別の者が従事する場合には、個別に記載してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください（１人あたりＡ４　１枚以内）。
· 実績は以下の順で高く評価します。現場代理人と監理技術者をそれぞれ別の者が従事する場合には2者の平均を評価点とします。候補者を複数に挙げている場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
①　免震構造を有する官公庁の庁舎の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：４点

②　免震構造を有する民間企業の事務所の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：３点

③　官公庁の庁舎、民間企業の事務所のいずれかの新築、増築、改築に係る建築一式工事において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：２点

④　免震構造を有する施設の施工業務において、現場代理人または監理技術者として従事した実績：１点
※①～③について、増築、改築に係る建築一式工事においては、対象面積が9,000㎡を超える場合に限る。
※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図、監理技術者の資格証等を添付すること。

	本工事における役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層　
	地上　階　地下　階

	
	免震構造
	 １．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）

	
	体制内の役割
	１．現場代理人　　　２．監理技術者


※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
様式７－１２－２　施工担当者の実績
	（３）施工業務
２）施工担当者の実績（平成１６年度以降）
· 施工担当者として配置する予定の人員の実績（１人１件まで）を記述してください。提案段階で複数の候補者がいる場合には、候補者全員について作成してください（１人あたりＡ４　１枚以内）。
· 実績は以下の順で高く評価します。各分野の施工担当者の平均を評価点とし、同一の担当分野において、候補者を複数に挙げている場合には、最も評価が低い候補者の評価点を採用します。
①　免震構造を有する官公庁の庁舎の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、本工事にて担当する分野について主担当者として従事した実績：４点

②　免震構造を有する民間企業の事務所の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、本工事にて担当する分野について主担当者として従事した実績：３点

③　官公庁の庁舎、民間企業の事務所のいずれかの新築、増築、改築に係る建築一式工事において、本工事にて担当する分野について主担当者として従事した実績：２点

④　免震構造を有する施設の新築、増築、改築に係る建築一式工事において、本工事にて担当する分野について主担当者として従事した実績：１点
※①～③について、増築、改築に係る建築一式工事においては、対象面積が9,000㎡を超える場合に限る。
※実績を証明できるコリンズの登録内容確認書、若しくは契約書の写し、施設概要や図面等の資料、体制図等を添付すること。

	担当分野
	１．建築　　　２．電気設備　　　３．機械設備

	氏名
	

	生年月日
	

	所属・役職
	

	主な資格
	

	実績詳細
	工事名
	

	
	施設名
	

	
	施設用途
	

	
	施設所在地
	

	
	建物構造
	　　　造
	階層
	地上　階　地下　階

	
	免震構造
	１．あり　　　　　２．なし

	
	延べ面積
	（全体）　　　　　　　　㎡
	建築面積
	（全体）　　　　　　　　㎡

	
	
	（当該用途）　　　　　　㎡
	
	（当該用途）　　　　　　㎡

	
	発注者
	
	 契約金額
	 　　　　　　　　千円

	
	工期
	

	
	発注形態
	 １．単独受注　　　２．共同企業体受注（出資比率　　　％）


※契約金額については、可能な範囲で記述すること。
様式７－１３　VE提案概要
「習志野市新庁舎等建設基本設計」に関するＶＥ提案概要
「資料６　習志野市新庁舎建設基本設計　本編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。変更内容は、市が対話において適と判断した内容とすること。
個別のVE提案の詳細内容については、様式７－１４を用いて記述し、添付資料とすること。
	No
	頁
	該当箇所
	タイトル
	提案
	コスト
縮減額
	VE提案No

(様式7-14)

	
	
	1
	1-1
	1-1-1
	
	
	
	

	本-1
	共-04
	1
	1-４
	1-４-1
	●●について
	●●を▲▲に変更する。

	★★百万円
	▼▼

	本-2
	A-01
	2
	2-1
	2-1-1
	○○について
	○○を△△に変更する。

	☆☆百万円
	▽▽

	本-3
	
	
	
	
	
	
	
	

	本-4
	
	
	
	
	
	
	
	

	本-5
	
	
	
	
	
	
	
	


※入札金額は、本様式で提案するＶＥ提案を反映した金額とすること。

※VE提案Noは、様式7－14と整合性をとること。

※行は必要に応じて追加すること。
「資料７　習志野市新庁舎建設基本設計　資料編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。変更内容は、市が対話において適と判断した内容とすること。
個別のVE提案の詳細内容については、様式７－１４を用いて記述し、添付資料とすること。
	No
	頁
	タイトル
	提案
	コスト
縮減額
	VE提案No

(様式7-14)

	資-1
	資A01
	●●について
	●●を▲▲に変更する。

	★★百万円
	▼▼

	資-2
	資E03
	○○について
	○○を△△に変更する。
	☆☆百万円
	▽▽

	資-3
	
	
	
	
	

	資-4
	
	
	
	
	

	資-5
	
	
	
	
	


※入札金額は、本様式で提案するＶＥ提案を反映した金額とすること。

※VE提案Noは、様式7－14と整合性をとること。
※行は必要に応じて追加すること。

「資料８　習志野市新庁舎建設基本設計　設計図書編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。変更内容は、市が対話において適と判断した内容とすること。

個別のVE提案の詳細内容については、様式７－１４を用いて記述し、添付資料とすること。
	No
	ﾍﾟｰｼﾞ
	区分
	タイトル
	提案
	コスト
縮減額
	VE提案No
(様式7-14)

	
	
	
	
	
	
	

	図-1
	SI-01
	意匠図
	●●について
	●●を▲▲に変更する。
	★★百万円
	▼▼

	図-2
	　
	　
	　
	　
	
	

	図-3
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	図-4
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	図-5
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※入札金額は、本様式で提案するＶＥ提案を反映した金額とすること。

※VE提案Noは、様式7－14と整合性をとること。
※行は必要に応じて追加すること。

「資料９　習志野市新庁舎建設基本設計　解体計画図編」に関して、変更箇所の概要を簡潔に記入すること。変更内容は、市が対話において適と判断した内容とすること。

個別のVE提案の詳細内容については、様式７－１４を用いて記述し、添付資料とすること。
	No
	ﾍﾟｰｼﾞ
	タイトル
	提案
	コスト
縮減額
	VE提案No

	
	
	
	
	
	(様式7-14)

	解-1
	KA-23
	●●について
	●●を▲▲に変更する。

	★★百万円
	▼▼

	解-2
	　
	　
	
	　
	　

	解-3
	　
	　
	　
	　
	　

	解-4
	　
	　
	　
	　
	　

	解-5
	　
	　
	　
	　
	　


※入札金額は、本様式で提案するＶＥ提案を反映した金額とすること。
※VE提案Noは、様式7－14と整合性をとること。
※行は必要に応じて追加すること。

様式７－１４　VE提案詳細
	ＶＥ提案　Ｎｏ.(例：本-1)
	該当書類
	(例：本編)
	頁
	(例：共-04)
	該当箇所
	(例：1)
	(例：1-4)
	(例：1-4-1)
	
	添付資料▼▼

	タイトル
	●●について

	概要
	●●を▲▲に変更する。

	効果
	コスト削減額　★★百万円

	※図面等を用いてＶＥ提案の内容を簡潔にわかりやすく示すこと。

※資料編、設計図書編、解体計画図編については、該当箇所の記載は不要とする。
※技術提案書には企業名を明示しないこと。

※文字の大きさは10.5pt以上とすること。

（Ａ３　1枚）



巻末資料
施設維持管理仕様（案）
（１）点検保守
	項目
	仕様
	数量
	頻度

	建築
	特殊建築物定期点検
	
	1式
	1回/2年

	
	建築設備定期点検
	
	1式
	1回/年

	
	免震装置
	積層ゴム70台
	1式
	1回/年

	
	EV
	90ｍ/min、750kg、15人、7step
	1基
	12回/年

	
	
	90ｍ/min、750kg、15人、6step
	3基
	12回/年

	
	自動ドア
	出入口、多目的WC
	18台
	6回/年

	
	シャッター
	
	8台
	1回/年

	
	スライディングウォール
	
	9台
	1回/年

	
	地下オイルタンク
	30,000ℓ程度
	1基
	1回/年

	電気設備
	受変電設備
	6.6kV、2,900kVA程度
	1式
	12回/年

	
	非常用発電機
	875kVA程度
空冷ガスタービン（軽油）
	1台
	2回/年

	
	直流電源装置
	50AH程度（受変電用）、
400AH程度（非常照明用）
	1式
	2回/年

	
	太陽光発電設備
	20kw
	1式
	故障時対応

	
	中央監視設備
	BEMS
	1式
	1回/年

	
	構内情報通信網設備
	
	1式
	故障時対応

	
	情報表示設備
	議員出退表示機
	1式
	1回/年

	
	映像・音響設備
	会議室AV、議場、委員会室、小委員会室システム
	1式
	1回/年

	
	誘導支援設備
	G階出入口、多目的WC内の音声誘導装置
	1式
	1回/年

	
	呼出設備
	トイレ呼出、インターホン
	1式
	1回/年

	
	テレビ共同受信
設備
	
	1式
	1回/年

	
	監視カメラ設備
	カメラ18台（屋内）＋3台（屋外）
	1式
	1回/年

	
	雷保護設備
	
	1式
	1回/年

	空調設備
	冷温水発生機
	300USRT程度
	2台
	2回/年

	
	冷却塔
	300USRT程度
冷温水発生機用
	2台
	2回/年

	
	ジェネリンク
	60RT程度
	1台
	2回/年

	
	冷却塔
	ジェネリンク用60RT程度
	1台
	2回/年

	
	空冷ヒートポンプチラ―
	氷蓄熱一体型530kw程度
	1台
	2回/年

	
	マイクロコジェネ
	35kw程度
	1台
	12回/年

	
	冷温水ポンプ
	
	1式
	2回/年

	
	冷温水ヘッダー
	
	1式
	2回/年

	
	空調機(AHU)
	加湿器付
	1式
	2回/年

	
	ファンコイルユニット(FCU)
	
	1式
	2回/年

	
	パッケージエアコン(PAC)
	室外機・室内機
	1式
	2回/年

	
	
	ウォールスルー/自然換気ユニット
	1式
	2回/年

	
	プレフィルター清掃
	
	1式 
	4回/年

	
	換気設備
	給排気ファン、VAV等
	1式
	2回/年

	
	排煙設備
	
	1式
	2回/年

	
	自動制御設備
	
	1式
	2回/年

	給排水設備
	受水槽
	65㎥
	1式
	2回/年

	
	加湿用補給水槽
	
	1式
	2回/年

	
	井水ポンプ
	
	1式
	2回/年

	
	加圧給水ポンプ
	
	1式
	2回/年

	
	非常用排水槽
	150㎥
	1式
	2回/年

	
	雨水貯留槽
	160㎥
	1式
	2回/年

	
	雨水利用設備
	ろ過機、滅菌器
	1式
	2回/年

	
	雑用水槽
	50㎥
	1式
	1回/年

	
	沈砂槽
	10㎥
	1式
	2回/年

	
	消火水槽
	6㎥
	1式
	2回/年

	
	雑排水槽
	5㎥
	1式
	2回/年

	
	排水ポンプ
	
	1式
	2回/年

	
	ガス瞬間湯沸器
	厨房、シャワー
	1式
	1回/年

	
	電気湯沸器
	給湯室、20ℓ程度
	1式
	1回/年

	
	衛生器具
	
	1式
	1回/年

	消防設備
	消防設備点検
	
	1式
	2回/年

	
	連結送水管配管の耐圧試験
	竣工後10年目に1回、その後3年1回
	1式
	－

	
	消火栓ホース耐圧試験
	竣工後10年目に1回、その後3年1回
	1式
	－


(２)清掃管理
	項目
	数量
	頻度

	日常清掃
	
	1式
	12回/年

	定期清掃
	床材
	石材
	約1,300㎡
	12回/年

	
	
	ビニール
	約6,000㎡
	12回/年

	
	
	カーペット
	約8,300㎡
	1回/年

	特別清掃
	ガラス清掃

	約3,600㎡
	4回/年

	
	ブラインド清掃
	約3,300㎡
	1回/年

	
	灯具清掃
	約8,800台
	1回/年

	
	吸込み・掃出し口清掃
	約3,400箇所
	1回/年


(３)修繕業務

修繕業務の計画に当たっては、「建築物のライフサイクルコスト（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）」等により計画すること。

	項目
	部位
	機器名
	工事内容

	建築
	仮設
	外部作業足場
	作業足場架け払し

	
	屋根・防水
	屋上陸屋根
	アスファルト防水修繕

	
	
	　
	アスファルト防水更新

	
	
	庇(ウェルカムルーフ)
	シート防水保護塗装

	
	
	　
	シート防水更新

	
	外　壁
	塗装面
	塗装

	
	
	　
	シーリング打替え

	
	
	カーテンウォール面
	スチール製枠塗装

	
	
	軒天井
	塩ビシート修繕

	
	
	　
	塩ビシート張替

	
	
	　
	塩ビシート修繕

	
	
	　
	塩ビシート更新

	
	金属製建具
	アルミ製建具
	部品交換・シーリング打替え

	
	
	　
	自動扉部品交換

	
	
	スチール製建具
	塗装

	
	
	シャッター
	部品交換

	
	外部金物
	屋上廻り金物
	目隠しルーバークリーニング

	
	
	各所金物
	修繕、取合シーリング打替え、クリーニング

	
	
	各所鉄部
	塗装

	
	内　部
	各諸室
	内装修繕

	
	
	　
	スライディングウォール修繕

	
	
	地下ピット内
	免震装置修繕

	
	外　構
	犬走り
	土間修繕

	電気
設備
	高圧引込設備
	負荷開閉器
	負荷開閉器の更新

	
	受変電設備
	キュービクル
	キュービクルの更新

	
	
	真空遮断器(VCB)、断路器
	VCB、断路器の更新
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